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0. はじめに
2013 年 9 月 1 日から 2014 年 9 月 1 日まで,
中京大学の在外研究員制度を利用して, オース
トラリアはメルボルンにあるメルボルン大学
(The University of Melbourne) の付属機関
のひとつである Melbourne Institute of Ap-
plied Economic and Social Research (以下,
Melbourne Institute) に客員研究員として滞
在した｡ 本稿は, その在外研究の研究経過報告
レポートである｡
1. Melbourne Institute の概要
1962 年に設立された Melbourne Institute
は, 経済学分野と社会政策分野ではオーストラ
リアで初めて設立された研究所で, 長期間にわ
たって, オーストラリアの便益となる経済政策
や社会政策に貢献するために研究活動を行って
きた｡ 特に, Melbourne Institute では, 4 つ
の研究領域－社会経済ディスアドバンテージ・
公的分野のパフォーマンス・生産性と生活水準・
健康の促進－で活動を行っている｡
この目的を達するために, Melbourne Insti-
tute では, 7 つの研究グループ (加えて 1つの
事務スタッフのグループがある) を有している｡
マクロ経済学, 労働経済と社会政策, HILDA
サーベイ (2001 年に開始されたオーストラリ
アの家計に関するパネル調査を用いた研究グルー
プ), 医療経済, 産業経済, 教育に関する経済,
経済と社会的なディスアドバンテージの 7つで
ある｡ このうち, わたしは産業経済分野の研究
グループに属し, 研究活動を行ってきた｡ 産業
経済研究グループでは, イノベーションの経済
学, 知的財産と生産性を含むオーストラリアの
産業に関する問題やそれに対しての政策につい
て主にフォーカスを当て, 企業や産業の行動や
政策のパフォーマンス, 産業のダイナミズムの
研究を行っている｡
これら 7つの研究グループには, 長を務める
ディレクターがそれぞれ一人ずつおり, 研究グ
ループのなかには, 副ディレクターを置いてい
る研究グループもある｡ そして, 各々の研究グ
ループが, リサーチフェローという肩書きで研
究者が属している｡ Melbourne Institute 全体
では, 研究者が 39 名, 研究者の調査や分析を
サポートするリサーチアシスタントが 18 名,
事務スタッフが 10 名の計 67 名の研究機関であ
る｡
そのなかで, 研究者はおおまかに Research
Fellow, Senior Research Fellow (そのなかで
も, Principle Research Fellow や Professional
Research Fellow という主導的な役割を担う研
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究者がいる研究グループもある), Associate
Professor, Professor という 4つの段階のキャ
リアパスをたどっていく｡
なお, Tenure (終身雇用) というような制
度はなく, メルボルン大学では, 研究者はいく
つかの段階を経ていくことで, 昇進していく｡
その審査には, 研究活動, 教育活動, 雑務事務
の 3 つの項目の評価に基づいて行われるが,
Melbourne Institute は, 純粋な研究所であり,
学部教育等を行っていないため, 教育活動は評
価対象には含まれない｡ 代わりに, 研究活動の
評価比重が高いという｡
2. Melbourne Institute に所属する研
究者
Melbourne Institute に所属する研究者のう
ち, 約 65%の研究者が, オーストラリア外から
来ている外国人研究者である1｡ それら外国人
研究者の出身国は, アメリカやカナダ, コロン
ビアといったアメリカ大陸諸国, イギリスやフ
ランス, スペインやベルギー, ポーランドといっ
たヨーロッパ諸国, 中国やシンガポール, イン
ドネシアなどといったアジア諸国と多国籍であ
る｡ なお, 日本人研究者は所属していない｡
このように数多くの外国人研究者が Mel-
bourne Institute で研究活動を行っているが,
この外国人研究者という観点から, オーストラ
リア出身ではなく, その他の国々から来ている
研究者のキャリアパスについて考えてみたい｡
私の属していた産業経済研究グループにもアジ
ア出身者やヨーロッパ出身者がいたし, また,
他の研究グループにも同様に所属している｡ 東
アジアや東南アジアから見れば, オーストラリ
アは地理的に比較的近いが, 特にヨーロッパか
ら見れば, オーストラリアは地球の裏側にあた
り, 移動には 24 時間以上かかる｡ では, なぜ
このように遠いオーストラリアの研究機関に多
くのヨーロッパ出身の研究者がいるのだろうか｡
Melbourne Institute に在籍している海外出
身の研究者の多くは, 若手の研究者で, しかも
その多くが, 大学院を修了し, 博士号を授与さ
れた直後にMelbourne Institute に移ってきて
いる｡ そして, その多くが, 非英語圏の国の出
身者である｡ ここでの非英語圏の国の出身者は,
2 つに分類される｡ ひとつは, 非英語圏の国で
出生し, その後大学院教育を英語圏, 具体的に
はイギリスやアメリカなどの英語圏の国の大学
院で教育を受けた者である｡ 他方は, 非英語圏
の国で出生し, また大学院教育も非英語圏の国
で受けた者である｡ どちらの者も英語は母国語
ではなく, 他の言語が母国語である｡ ただし後
者も, 例えば, フランス語圏の大学院であって
も, 大学院教育は英語で行われているため, 外
国語である英語であっても, その語学力は高い｡
このような研究者が, 複数年契約で Mel-
bourne Institute に在籍し, そのあいだに, 英
語で研究業績を積み重ねる｡ アメリカやイギリ
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スはもちろんのこと, 他の国々の大学でも, 研
究業績として, 広く認められるのは, 英語によ
る研究成果のみであるので, 英語圏にある研究
機関で, 研究者としての第一歩を踏み出すこと
には意義がある｡ そして, Melbourne Insti-
tute に所属する若手の非英語圏出身の研究者
は, それぞれの研究グループで共同研究を行う
なかで, 研究業績を積み重ねていく｡
これら研究者には, 大きく 2つのキャリアパ
スが存在する｡ まずひとつは, Melbourne In-
stitute で研究を続け, Research Fellow から
Senior Research Fellow, Associate Professor
からProfessorへと昇進を続けていく者である｡
私が所属していた研究グループにもアジア出身
で, アメリカの大学院を修了してから, Mel-
bourne Institute に就職し, キャリアを積んで
おり, 将来的にもMelbourne Institute への勤
務を希望している研究者がいた｡ もうひとつは,
Melbourne Institute で数年間, 研究活動に従
事し, 研究業績を積み重ねてから, 出身国の大
学に移る研究者や他国の大学に移る研究者がい
る｡ 私がいた 1年間のあいだにも, イタリアや
ベルギー出身の若手研究者が, 大学院修了後,
Melbourne Institute で研究活動を行い, ヨー
ロッパの高等研究機関への就職活動を経て, ス
イスなどの大学へ移っていった｡
このように, Melbourne Institute には, 多
くの若手研究者が世界中から集まる要因として
は, 英語圏の研究所であることは挙げられるが,
そのほかに重要な要因は, Melbourne Insti-
tute が純粋な研究所であり, そこに所属する
研究者には, レクチャーを持つ必要性がないこ
とが挙げられる｡ これはオーストラリア国内で
もかなり特殊であり, 経済学分野においては,
Melbourne Institute と首都キャンベラにある
研究所のみであるという｡ 大学院教育を英語で
受けたとしても, それを英語で教えることには
多大な困難が伴う｡ それが Melbourne Insti-
tute では必要ないため, 研究活動に集中でき
るのである｡ ただし, 希望をすれば, 学部や大
学院の講義を持つことができる｡ また, アジア
圏の大学などで集中講義を行うこともあり, 英
語での教育実績を積むこともできる｡
3. Melbourne Institute での研究活動
Melbourne Institute には, 前述の通り, 7
つの研究グループがあるが, そのうち産業経済
研究グループには, 5 名の研究者と, それをサ
ポートする 3名のリサーチプログラマーが所属
している｡ そして, 彼らは一つのチームとして,
複数の研究テーマを共同で研究している｡
Melbourne Institute は, 経済学部やビジネ
ス学部, マーケティング学部とは異なり, 学部
教育を行っておらず, 研究者は講義を持たない｡
そのため, 研究資金などは, 外部の組織, 特に
政府やそれに準ずる機関などから依頼された研
究プロジェクトを行い, 実態調査や政策提言を
行い, また競争的研究基金への応募を通じて研
究資金を獲得している｡
私が所属していた当時, 小さいプロジェクト
から大きなプロジェクトまで, 約 30 近いプロ
ジェクトが動いており, それぞれのプロジェク
トを 2人から 3人の研究者が担当し, 共同で,
研究活動を行っていた｡
研究手法は, アメリカの経営学分野と同様に,
定量的な研究方法が主であった｡ 日本では, 多
く用いられている定性的な質的な研究手法はほ
とんど利用されていないようであった｡ 代わり
に, Melbourne Business School においては,
ケーススタディという講義形式をとっている講
義があるようで, そちらでは, 事例分析などを
はじめとする定性的研究手法も使われている｡
また, Melbourne Institute では, 月に 3 回
から 5 回ほど Brown Bag Seminar と呼ばれ
る研究セミナーが開催されている｡ この研究セ
ミナーは, 外部の研究者だけではなく, Mel-
bourne Institute の内部の研究者の研究発表の
場になっている｡ このセミナーの効用は以下の
2点が考えられる｡
まず, 外部の研究者を招き, セミナーをして
もらうことにより, 最新の研究成果や Mel-
bourne Institute が取り扱う研究領域の近似的
な分野の知識をMelbourne Institute の構成員
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で共有できることである｡ Melbourne Insti-
tute は, オーストラリアの経済政策に関連す
るいくつものプロジェクトを動かしているが,
そのなかでは, 新しい経済理論を用いたり, 他
国の事例を参考にしたりすることがある｡ オー
ストラリア以外の大学の研究者を研究発表者と
して迎えることにより, 理論的バックグラウン
ドや実践的な知識・ノウハウを取り入れようと
している｡
また, 内部の研究者が現在進行中の研究成果
を発表することによって, 研究グループを横断
して研究成果の共有ができる｡ 実際, 内部研究
者のセミナーでは, 他の研究者から問題解決の
ためのサジェスチョンや他の研究者との共同研
究の可能性が示唆されたりする｡ このように,
現在進行中の研究であっても, 情報共有を
Melbourne Institute 内ではかることにより,
組織全体として, 高い研究成果が得られるよう
な工夫がなされている｡
加えて, Melbourne Institute 内での情報共
有という意味では, 数ヶ月に一度, 不定期で開
催されるスタッフミーティングにおいて,
Melbourne Institute の意思決定に関する議論
が行われたり, Melbourne Institute 全体で進
めているプロジェクトの進捗状況が報告された
りする｡ このスタッフミーティングは, だいた
い 10 時くらいから始まるのだが, その後, 場
所を会議室から, スタッフラウンジに移動をし
て, 茶話会が開かれる｡ 軽食がケータリングさ
れ, 立食形式で談笑をしたりして過ごす｡ 研究
者一人一人に個室が与えられ, どうしても, 多
くのスタッフが一堂に会して話をする機会があ
まりないのだが, こうした機会を設けることで,
組織成員間の距離を縮めようとしている｡
またスタッフラウンジには, コーヒーマシン
が設置されており, スタッフであれば, 自由に
利用することができる｡ また, ラウンジには談
笑できるスペースが設けられており, コーヒー
を作る際や, 昼ご飯を食べる時, 休憩時間には,
他のスタッフとのコミュニケーションが円滑に
行えるようになっている｡
また, Melbourne Institute では, 新聞紙
｢The Australian｣ と共同で 18ヶ月ごと ｢Eco-
nomic and Social Outlook Conference｣ を開
催している｡ 2014 年は, 7 月 3 日から 4日の開
催であった｡ この学会は, オーストラリアが抱
える問題点を経済的社会的に展望するもので,
首相や野党の党首を招いた演説や大学教員やシ
ンクタンクの研究者などの研究発表, パネルディ
スカッションなどが行われた｡ 議論となるトピッ
クは, 持続的な国家予算, 子供の教育に関する
権利, 貿易と投資, 生産的なワースプレイス,
農業・畜産政策, 情報化社会の税制, 競争優位
の源泉, 変革のための経済政策などである｡
学会の内外で今年最も議論に上ったのは, 政
府予算についてである｡ 来年度のオーストラリ
ア政府の予算は, 予想に反して非常に緊縮され
たものであった｡ そのため, その是非を巡って,
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様々な意見が出されていた｡ また, 日本との大
きな違いを感じることも多々あった｡ 子供の教
育に関する権利では, 日本のように子供たちの
識字率が 100％ではないオーストラリアでは,
いかに子供に教育を受けさせるかが問題となっ
ていた｡ 子供の教育に関しては, 地域差が大き
く, 国土が広大なため, 遠隔地に住んでいる人
たちが多いオーストラリアは, 子供を学校に通
わせられない人たちがいる｡ また, 先住民であ
るアボリジニの人たちの教育も問題となってい
る｡ このような問題を技術を用いて, あるいは
それをサポートする仕組みや補助金などを通し
て改善していこうとする試みがあるなど, 議論
は尽きなかった｡
4. Melbourne Institute での研究発表
Melbourne Institute では, 産業経済研究グ
ループが中心となって組織される Intellectual
Property Research Institute of Australia
(以下, IPRIA) において, 研究発表を行った｡
IPRIA は, 2002 年に設立された研究組織で,
オーストラリアの個人や組織による知的財産の
創出と使用, その理解のために設立された研究
組織である｡ その構成メンバーは, Melbourne
Institute の研究者だけではなく, Melbourne
Business School や Melbourne Law School な
どを含む幅広い専門領域に属する研究者が含ま
れている｡
研究発表のタイトルは, ｢A Logic of the
Firms without the Fundamental Technology:
Case studies of Sony, Casio and Nintendo｣
であり, これまで研究を続けてきたテーマでの
発表であった｡ 先述のとおり, Melbourne In-
stitute では, 定量的方法論が主として用いら
れることが多く, 一方でこの研究は定性的研究
法によって行われていた｡ そのため, Mel-
bourne Institute の研究者と研究内容がかみ合
わない可能性があったが, 杞憂に終わった｡
IPRIA では, 知的財産を中心に研究を行っ
ており, 多くの日本の特許データも研究対象と
してきた｡ そのため, 日本の製造企業を研究の
題材とした本研究に対しても, 興味深く聞いて
もらえた｡ 研究発表全体を通して, 知財や資源
の保有の程度などに質問がありながら, 有益な
コメントがもらえた｡ 特に, Melbourne Busi-
ness School の教員もセミナーには参加してお
り, ケーススタディを講義で用いていたり, 日
本企業や研究対象産業に関して詳しいこともあ
り, 数多くのサジェスチョンがいただいた｡ 詳
細には触れないが, 研究全体を通しての事例分
析の妥当性について, 詳細に分け入っての事実
と論理とのあいだの整合性についてコメントが
あった｡ また, 研究の中でも興味深いと思った
事例とそれを中核とした今後の研究の発展の方
向性についても提案があった｡
5. メルボルンでの日系企業の活動と
動向
現在オーストラリア, メルボルンで活動して
いる日本企業は, 91 社に上る2｡ その内訳は,
製造業が 38 社, 貿易関連企業が 14 社, 運輸関
連企業が 9社, 金融保険企業が 7社, サービス
企業が 5 社, 農業関連企業が 1 社, その他が
17 社となっている｡
最も多い製造企業では, 機械関連企業が 11
社, 食品関連企業が 8社, エレクトロニクス関
連企業が 8社, 精密機械関連企業が 1社, その
他が 10 社となっている｡ まず, 食品関連企業
を見てみよう｡ 伊藤園やキリン, カゴメや明治,
雪印やヤクルトなど, 日本でも一般的な食品企
業が進出をしている｡ Woolworth や Coles と
いったオーストラリアでも一般的なスーパーマー
ケットでは, アジアングローサリーのコーナー
にこれらの企業の製品は数多く見かけるし, 日
系, 中国系, 韓国系のアジアンストアでも日本
の食品が多く並べられている｡ また日本酒もこ
こ 5年でオーストラリアでの消費量が 2倍にな
るなど, 日本食品の需要拡大が見られる｡
しかし, 日本食がオーストラリアに根ざして
いるかというと, 形を変えて受け入れられてい
るという表現が正しいであろう｡ メルボルン市
内にもかなりの数の日本食レストランや日本食
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販売店があるが, その多くが, 日本では決して
目にかかれないような日本食を提供している｡
こちらでファストフードのひとつとなってい
るのが, 寿司ロールである｡ 直径 3センチ, 長
さ 15 センチほどで, その具材は, 照り焼きチ
キンや唐揚げ, アボガドとスモークドサーモン,
豆腐とキュウリなどと多種多様である｡ これを
醤油を少しずつ垂らして, 歩きながら食べてい
る人を多く見かける｡ また, 日本食レストラン
でも, ご飯に牛丼と照り焼きチキン, サラダに
味噌ペーストがついた豆腐がのせられ, 同じト
レイにはフルーツが盛り合わせてある｡ つまり,
オーストラリアに現地化された日本食であり,
オーストラリアの現地の人々に受け入れやすい
ように変態している｡
続いて, 機械関連企業を見ていこう｡ 11 社
と多くの機械関連企業がメルボルンに製造・販
売拠点を有しているが, その多くが自動車関連
企業である｡ これらの企業は, トヨタ自動車や
ホンダ自動車, 三菱自動車やスズキ, いすゞで
あり, トヨタ自動車のみ, メルボルンに工場を
構えている｡ そのため, トヨタやその他の自動
車メーカーに自動車部品を提供するアイシンや
デンソー, トヨタ紡織といった自動車部品メー
カーも進出している｡
このように多くの日本自動車メーカーがオー
ストラリアに進出しているのには理由がある｡
最も大きな理由は, オーストラリアでは自動車
産業が育っていないことが挙げられる｡ もとも
とオーストラリア固有の自動車メーカーとして
は 1 社しか存在していない｡ ホールデン
(Holden) という企業で, 1856 年にアデレー
ドに馬具製造企業として設立された｡ 第 1次世
界大戦の折, 自動車ボディ製造に参入をしたが,
1929 年の世界恐慌のため, 生産台数を減らし,
アメリカのジェネラルモータース (GM) に買
収された｡ その後は, GMの一員として, GM
ブランドの自動車のノックダウン生産を行って
いた｡ 第 2次世界大戦後は, ホールデンブラン
ドとして, 自動車開発を行っている｡ つまり,
ホールデンも現在は GM傘下で, オーストラ
リア資本の自動車メーカーは存在しない｡
そのため, 日本企業を含む外資の自動車メー
カーがオーストラリアに参入している｡ 早くか
ら参入していたのは, フォードである｡ もとも
とフォードカナダの子会社としてオーストラリ
アに進出したフォードは, 1925 年にビクトリ
ア州ジーロンに本社を置いた｡ ユート (ute:
utility coupe) と呼ばれる二人乗りの車高の低
いピックアップトラックを開発し, 牧場主たち
に好評を得て, 売り上げを伸ばしていった｡ 現
在でも, フォードオーストラリアとホールデン
の手がけるユートを街中で数多く見かけること
ができる｡ フォードは, ブリスベンやアデレー
ドなどにも工場を設立したが, その自動車製造
の中心はビクトリア州に置き続けた｡ その後
1962 年に参入したトヨタ自動車もメルボルン
に工場を構えた｡ こうして, メルボルンを中心
としてビクトリア州はオーストラリアの自動車
製造の中心となったいった｡
しかし, この在外研究中の 2014 年 2 月 10 日
にトヨタがオーストラリアでの自動車生産から
撤退することが発表された｡ 2000 年代初頭に
は, オーストラリア国内の自動車年間生産台数
は約 40 万台ほどであったが, 年々減っていき,
2010 年代に入ると, 20 万台ほどにまで落ち込
んだ｡ 2012 年には三菱自動車がオーストラリ
アでの自動車生産から撤退していたが, フォー
ドが 2016 年に, GM (ホールデン) が 2017 年
末までに撤退することを意向を示しており, こ
れに続いて, トヨタも撤退することを決定した｡
研究ノート
CHUKYO KEIEI KENKYU Vol. 2452
＜出所：筆者撮影＞
寿司ロール
このようにオーストラリアでの自動車生産が
衰退してきたのには, オーストラリアドルが年々
上がってきたことや人件費が他国と比較してか
なり高いこともある｡ 労働組合の力が非常に強
く, 例えば, アルバイトでさえ時給 1600 円が
最低賃金として設定されており, 労働集約的な
産業にとっては, 厳しい経営環境である｡ しか
し, オーストラリア国内で生産を行っている自
動車メーカーにとって厳しい理由はほかにもあ
る｡
第一に, 生産する車種と市場でよく売れる人
気のある車種との間に乖離があることが挙げら
れる｡ 2002 年上半期のオーストラリア市場で
の売り上げランキングと 2012 年上半期のラン
キングを比較してみる3｡ 2002 年には, 1 位の
ホールデン・コモドア, 2 位のフォード・ファ
ルコン, 3 位のトヨタ･カローラ, 4 位のホール
デン・アストラ, 5 位のヒュンダイ・アクセン
ト, 7 位の三菱・マグナ, 8 位のトヨタ・カム
リ, 10 位の日産･パルサーというように, 売り
上げ上位 10 車種のうち, 8 台がセダンタイプ
となっており, 1 位と 2 位と 7 位と 8 位は大型
セダンとなっている｡ それに対し, 2012 年の
ランキングには, 5位のホールデン・コモドア,
8位のトヨタ・カムリの2車種しかセダンが入っ
ていない｡ 代わりに, 2012 年のランキングで
は, 1 位のマツダ・マツダ 3, 3 位トヨタ・カ
ローラ4, 4 位のホールデン・クルーズ5, 6 位の
ヒュンダイ・i30, 9 位のトヨタ・ヤリス, 10
位のマツダ・マツダ 2という小型で燃費の良い
車種が多く入っている｡
また, 2002 年にランキング上位の 3 車種で
約 8 万 2 千台の販売があったが, 2012 年の上
位 3 車種の合計では, 6 万台あまりとなってお
り, 市場が細分化しているのがわかる｡
このうち, GM (ホールデン) はコモドアと
クルーズ, フォードはファルコン, トヨタはカ
ムリのみをオーストラリアで生産するが, その
他の車種については, 海外で生産した自動車を
オーストラリア仕様に変更して輸入している｡
フォード・ファルコンが 2012 年度のランキン
グに入らず, ホールデン・コモドアやトヨタ・
カムリがランキング下位に位置していることか
らも分かるように, 現在オーストラリアで人気
があり, 売れている車種をオーストラリア国内
で作っていないのである｡
第二に, オーストラリア国内にある自動車工
場の規模が小さいことが挙げられる｡ 国内最大
規模を誇るトヨタの工場でも年産 10 万台程度
であり, 自動車工場としては小規模に分類され,
規模の経済があまりはたらかない｡ トヨタの日
本国内での生産規模を見ると, 愛知県内にある
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2002 年上半期 販売台数 2012 年上半期 販売台数
順位 メーカー 車種名 台数 順位 メーカー 車種名 台数
1 Holden Commodore 41,730 1 Mazda Mazda3 21,813
2 Ford Falcon 23,921 2 Toyota HiLux 19,412
3 Toyota Corolla 16,821 3 Toyota Corolla 19,026
4 Holden Astra 13,621 4 Holden Cruze 16,437
5 Hyundai Accent 11,952 5 Holden Commodore 15,860
6 Toyota HiLux 11,474 6 Hyundai i30 14,000
7 Mitsubishi Magna 10,257 7 Nissan Navara 13,180
8 Toyota Camry 9,667 8 Toyota Camry 10,948
9 Ford Falcon ute 9,091 9 Toyota Yaris 9,836
10 Nissan Pulsar 8,691 10 Mazda Mazda2 9,043
オーストラリア 車種別販売台数
＜出所：drive.com.au を参考に筆者作成＞
元町工場で約 12 万台, 高岡工場で約 18 万台,
堤工場で約42万台, 田原工場で約37万台となっ
ており, トヨタは愛知県内のみでトータルする
と約 100 万台を生産している｡ またトヨタ自動
車の 100％出資会社であるトヨタ自動車九州で
は約 30 万台, トヨタ自動車東日本では約 60 万
台, トヨタ車体では約 67 万台となっており,
トヨタの日本の国内生産台数は, 約 257 万台を
生産している｡ これに対して, オーストラリア
トヨタの生産台数は 10 万台と大きな隔たりが
ある｡
第一の理由にも関連するが, 今オーストラリ
ア国内で人気のある小型で燃費のよい自動車は,
利幅の少ない車種であり, このような低利益の
車種は大量生産をしていく必要がある｡ しかし,
オーストラリアトヨタは, 年産 10 万台ほどな
ので, このような車種の生産には向かなくなっ
ていった｡
また, 自動車工場に付随する自動車部品工場
も自動車工場の生産能力に比例して小規模なも
のとなっている｡ そのため, 部品の単価が他の
地域・国に比較して高価であるという｡ それに
加えて, GM (ホールデン) とフォードが撤退
することが決まり, 部品メーカーも厳しい状況
に陥っており, それがトヨタの撤退にも影響を
及ぼした｡
以上のように, 自動車メーカーがオーストラ
リアから撤退するのはやむを得ない状況となっ
ている｡ オーストラリア政府も多額の補助金を
出して, オーストラリアでの自動車生産を支え
てきたが, 国内生産よりも他国から輸入してき
た方が安価であることから, 自動車メーカーの
撤退を受け入れることになった｡ こうして, オー
ストラリアでの自動車生産に幕が閉じる予定で
ある｡
6. おわりに
この 1年間のオーストラリア・メルボルンで
の在外研究を通じて, 様々な体験をすることが
できた｡ なかでも, 他国の研究者とのつながり
を持てたことが最も有益であった｡ 第 2項でも
論じたように, Melbourne Institute には, 多
くの若手外国人研究者が所属していた｡ わたし
に年齢が近いこともあり, コミュニケーション
を多くとってきた｡ かれらの一部は, オースト
ラリアにとどまり, また他の一部は, ヨーロッ
パなどの研究機関に移っていく｡ Melbourne
Institute というオーストラリアの機関にいな
がら, オーストラリアの研究者だけではなく,
ヨーロッパで研究する研究者ともつながりを持
つことができた｡ 今後の研究活動につなげてい
きたい｡
注
1 なかには, オーストラリアの市民権を得てい
る研究者もいるが, ここでは, わかりやすくす
るため, 一律に外国人研究者と呼ぶ｡
2 メルボルン日本商工会議所に加盟している企
業
3 drive.com.au より引用｡
4 トヨタのカローラは 2002 年当時はセダンタイ
プであったが, 現在のカローラはセダンタイプ
とハッチバックタイプに変わっている｡ ハッチ
バックは, 日本ではオーリスという車種名で販
売されている｡
5 ホールデン・クルーズはセダンタイプ・ハッ
チバックタイプの両方がある｡
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